
 

 

充足率、サービス利用率及び施設利用率の算定 

－山口県におけるデイサービス施設の需要と利用の関係に関する研究 その 4－ 
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１．はじめに 

 その 3では要介護認定者数の再推計を行った。そこで、

本論では要介護認定者数の再推計をもとに充足率、サー

ビス利用率及び施設利用率を再算定することを目的とし

ている。 

 調査は山口県内の通所介護施設に対して施設運営状況

に関する郵送アンケート調査を行った注 1）。調査は 588

施設に対して行い、225施設の回答(回収率 38.3％)を得

た。加えて、過去の調査で情報が得られた 72 施設を追

加し注 2）、合計 297 施設の情報を得た。 

 

２．充足率の算定 

 要介護認定者数の推計結果は 2010 年以降に関して全

て平均値を用いたパラメータ値を用いる。また、需要の

把握を詳細に行うため、平成の大合併前の自治体別に算

定する。 

2.1 充足率の定義 

要介護認定者数に対する通所介護施設定員の比率を充

足率と定義する。充足率は自治体別に施設整備水準を示

し比較を行う上で有効な指標である。充足率を F は自治

体別施設定員数：Cm を自治体別要介護認定者数：Pm で除

した値であり、下記の式で示される。 

 F = Cm / Pm   … (3) 

2.2 充足率の算定結果 

充足率の変化を図 1 に示す。1990 年代はゴールドプラ

ンにより、各自治体に 1 ヶ所ずつ特別養護老人ホームに

併設する形で通所介護施設整備が開始されている。その

ため、2000 年時点の充足率は旧市で 0.05、郡部で 0.09

と要介護認定者数が少ない郡部で充足率が高い。その後、

2000 年代前半は旧市では施設整備が進み、充足率が上昇

している一方で、郡部ではあまり施設整備が進んでいな

いため、充足率は減少し、充足率は旧市の方が高い。

2000 年代後半は旧市と郡部どちらも施設整備が進み充足

率は上昇しており、2010 年時点の充足率は旧市で 0.13、

郡部で 0.12 と同程度の水準となっている。2010 年以降は

旧市では定員が 7000 人から 11000 人へ 1.6 倍と急激に施

設整備が進んでいるが、要介護認定者数も増加している 

 

図 1 充足率の変化 

 

 

図 2 充足率別自治体数(2015 年) 

 

ため、2015年時点の充足率は 0.17 である。一方で、郡部

では施設整備は旧市と比較すると 2600 人から 3500人へ

1.3倍とそれほど進んでいないが、要介護認定者数が減少

しているため、2015 年時点の充足率は 0.18と旧市よりも

高い。 

また、2015年の充足率別自治体数を図 2に示す。旧市

では充足率が 0.05から 0.24 の間で同程度ずつ分布して

いる。郡部では充足率が 0.15～0.19の自治体数が 14と

最も多く、次いで 0.05～0.09 の自治体数が 12と多い。

一方で、充足率が 0.04以下の自治体数が 1、0.25以上の

自治体数が 8であることから、旧市と比較すると自治体

によるばらつきが大きい。 

 

３．サービス利用率の算定 
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図 3 登録倍率と充足率の関係(施設別) 

 

 

図 4 サービス利用率別自治体数 

 

3.1 サービス利用率の定義 

サービス利用率は要介護認定者数に対する実際に通所

介護施設を利用する人数の比率と定義する。そのため、

充足率よりも利用状況を踏まえた実際に近い値を示すこ

とができる指標である。自治体別のサービス利用率：Um

は要介護認定者数：Pmを自治体別の施設利用登録者数：

Rmで除した値であり、下記の式で示される。 

Um = Rm / Pm    … (4) 

3.2 登録倍率の算定 

施設利用登録者数は全施設把握できなかったため、施

設登録倍率を用いて推計する。登録倍率は施設定員に対

する施設利用登録者数の比率とし、施設別利用登録者

数：Rf を求める式は施設定員：Cf と施設登録倍率：Eｍ

を用いて以下のように定義する。 

 Rf = Em × Cf    … (5) 

アンケート調査等により得られた施設の登録倍率と充足

率の関係を図 3 に示すが、郡部を中心に登録倍率と充足

率に関係性が見られなかった。そこで今回は、旧市では

情報が得られた施設数が多いため平均値、郡部では情報

が得られた施設数が少ないため、旧市を除いた周辺自治

体の平均値を用いて、施設利用登録倍率を算出し、施設

利用登録者数を推計した。 

3.3 サービス利用率の算定結果 

サービス利用率別自治体数を図 4 に示す。山口県全体

のサービス利用率の平均値は 0.41 である。全国における

2014 年度のサービス利用率(要介護認定者数における高齢 

0

10

20

30

40

50

60

～0.49 0.50 0.60 0.70 0.80 0.9～

旧市 郡部

（施設数）

凡例：

～0.59 ～0.69 ～0.79 ～0.89

 

図 5 施設利用率別施設数 

 

 
図 6 施設利用率別自治体数 

 

者通所介護施設の利用者数注 3）の比率)を算出すると

0.22(1,339,200 人/5,974,193 人)であることから、全国

よりも高いことが分かる。旧市ではサービス利用率が

0.30～0.39 の自治体数が 5、0.20～0.29 の自治体数が 4

と多い。また、大半の自治体はサービス利用率が 0.20～

0.49 の間に分布している。郡部ではサービス利用率が

0.50 以上の自治体数が 14 と最も多く、サービス利用率が

高い自治体が多い。これは要介護認定者数が少ない点が

要因していると考えられる。その他の自治体の大半は

0.10～0.49 の間に同程度ずつ分布していることから、充

足率と同様にサービス利用率も、旧市と比較すると自治

体によるばらつきが郡部の方が大きいことが分かる。ま

た、要介護認定者数が少ない自治体でサービス利用率が

高い自治体が多いことから、要介護認定者数が少ない点

が全国平均よりも平均値が高くなる要因であることが予

測される。 

 

４．施設利用率の算定 

4.1 施設利用率の定義 

施設利用率は施設定員に対し、1 日に来所する利用者

数の比率を示したものであり、施設運営の状況を示す上

で有効な指標である。施設利用率：Mf は施設別施設定

員：Cf を施設別 1 日の利用者数の平均：Rf で除した値

であり、下記の式で示される。 

Mf = Rf / Cf   … (6) 

アンケート調査等により得られた施設情報をもとに算出

した施設利用率結果を図 5に示す。旧市、郡部ともに 
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図 7 充足率とサービス利用率の関係 

 

 

図 8 サービス利用率の分布図 

 

0.49 以下から 0.9 以上とばらつきが大きく、旧市では

0.70～0.79 の自治体数が最も多く特徴がみられるが、

郡部では特徴がみられない。施設利用率は施設登録利用

者数だけでなく、利用者の利用回数も大きく影響するた

め、施設の個別性が大きいことが考えられる。そこで、

施設利用率は登録倍率と同様に旧市は施設平均、郡部は

旧市を除いた周辺自治体の平均値を用いて、自治体別施

設利用率を算出した。 

4.2 施設利用率の算定結果 

施設利用率別自治体数を図 6 に示す。旧市は施設利用

率が 0.70～0.74 の自治体が最も多く、0.65 から 0.80 以

上と自治体による差が大きい。郡部においても施設利用

率は 0.70～0.74 の自治体が 11 と最も多く、0.60 から

0.80 以上と旧市よりも自治体による差が大きい。施設利

用率は施設の個別性が大きく、自治体にも影響を与えて

いるため、差が生じているものと考えられる。 

 

５．充足率、サービス利用率及び施設利用率の関係 

5.1 充足率とサービス利用率の関係 

充足率とサービス利用率の関係を図 7に示す。充足率

が上昇するとサービス利用率も上昇していることが分か

る。回帰分析を行い、以下の式が算出された。 

Um = 2.1675F + 0.0239   ・・・(7) 

 

図 9 サービス利用率と施設利用率の関係 

 

相関係数が 0.7062 であることから充足率とサービス利

用率は相関関係にあるといえる。一方で、一部の自治体

で充足率が 0.1-0.2程度でも、サービス利用率が 4.0以

上と高い自治体もみられた注 4）。 

また、、サービス利用率の分布図を図 8 に示す。分布

図をみるとサービス利用率は萩市や岩国市の郡部等山間

部に位置する郡部で高い傾向にあることが分かる。サー

ビス利用率が最も高いのは楠町で 0.8を超えており、次

いで美川町、田万川町で 0.6 を超えて高い注 5）。以上を

ふまえると、サービス利用率が高い自治体は要介護認定

者数が少ない傾向にあると予測されることから、要介護

認定者数とサービス利用率の関係から回帰分析を行い、

以下の式が算出された注 6）。 

 Um = －0.055ln(N) + 0.7637  ・・・(8) 

逆相関になっていることから、要介護認定者数が少ない

地域で利用率が高くなっていることが考えられる。実際

に、サービス利用率が 0.5を超える自治体は全て要介護

認定者数が 500名以下である。 

5.2 サービス利用率と施設利用率の関係 

 サービス利用率と施設利用率の関係を図 9に示す。サ

ービス利用率が上昇しても施設利用率はほぼ横ばいに移

行していることから相関関係はないことが分かる。施設

利用率は施設による個別性が大きいことが大きく要因し

ていると考えられる。また、充足率はサービス利用率と

相関性があることから、充足率と施設利用率も相関性は

ないと考えられる。 

 

６．まとめ 

本論文では、山口県を対象に充足率、サービス利用率

及び施設利用率を算出し、それぞれの指標の関係を明ら

かにした。得られた知見は以下の通りである。 

１）充足率に関して、2000 年以前は要介護認定者数が

少ない郡部で充足率が高いが、2000 年以降は旧市を

中心に施設整備が進んだため、旧市で 0.13、郡部で

0.12 と旧市の方が充足率は高い。2010 年以降は郡部

で充足率が上昇し、2015 年では郡部の方が高い。こ

れは要介護認定者数の減少が大きく影響していると考

えられる。また、自治体別にみると郡部で自治体差が

大きい点も明らかになった。 
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２）サービス利用率に関して、旧市よりも郡部で高い推

計結果となり、充足率と相関が高い。特に要介護認定

者数の少ない自治体で高い傾向がみられた一方で、一

部の地域で有料老人ホームに併設した施設の開設によ

りサービス利用率が上昇した自治体もみられた。また、

充足率と同様に郡部で地域差が大きい点も明らかにな

った。 

３）施設利用率に関して、0.6～0.8 と旧市、郡部どち

らも自治体でばらつきがかなり大きく、個別性が強い

ことが明らかになった。これは施設登録利用者数だけ

でなく利用者の利用回数が影響している点が要因とし

て考えられる。そのため、サービス利用率及び充足率

との相関性は見られなかった。 

以上より、今回用いた推計式により要介護認定者数

を推計し、充足率、サービス利用率、施設利用率、算

出することにより、詳細に需要からみた通所介護施設

の整備状況を明らかにすることができた。特に郡部に

おいて自治体による格差が大きいことが明らかになっ

た。最初の見解では都市部で施設整備が進んでいるた

め、都市部で充足率が高く、郡部では低いと考えてい

たが、要介護認定者数の減少により郡部で充足率が高

い傾向にある点も明らかになった。 

 

注釈 

1）調査時期は 2016年 1月から 3月であり、収集項目は 2015年時点

の定員、施設登録者数、1ヶ月間の利用者数の合計、開設日数、1

日の平均利用者数である。 

2) 過去の調査では阿武町、周防大島町、萩市、平生町、下関市、山

口市、宇部市、岩国市、山陽小野田市、美祢市の郡部に位置する

通所介護施設に対し施設概要に関するアンケート調査及びヒアリ

ング調査を行った。阿武町は 2009～2010 年、周防大島町と萩市は

2014～2015年、平生町と下関市は 2015年にヒアリング調査を行っ

た。その他の市町村については 2014年 5月～9月にアンケート調

査を行っている。今回は合計 72施設の情報を得ることができた。 

3）厚生労働省「介護保険事業状況報告」で公表されている数値を用

いた。 

4）高い自治体は美和町、美川町、本郷町、錦町で美和町に位置する

施設の登録倍率は 6.1、3.5と高く、周辺の美川町に位置する施設

も 3.8と高いのに対し、要介護認定者数の少ないため、利用率は

0.5 を超えて高い。また、美東町でも施設の登録倍率が 4.4と高い

ことや周辺の自治体に立地する施設でも 4.0を超える施設が 2施

設あるため、利用率は 0.53と高い。 

5）楠町及び田万川町は有料老人ホームに併設した施設の参入が大き

く影響しているものと考えられる。楠町は定員 185名の内 65名、

田万川町では定員 95名の内 45名が有料老人ホームに併設した施

設である。 

6）要介護認定者数とサービス利用率の関係を付図 1に示す。郡部で

ばらつきが大きいため、相関係数は 0.1023と低い。 

 

y = -0.055ln(x) + 0.7637

R² = 0.1023
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付図 1 要介護認定者数とサービス利用率の関係 
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